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２．  原子力発電所の審査・検査

３．  運転期間延長に関する認可制度の導入

１． 原子力発電所の規制

　日本の原子力発電所の運転期間は原則40年と定められていますが、原子力規制委員会
の認可を受ければ、20年を超えない期間で1回に限り延長ができます。2023年5月の電気事
業法を含むGX脱炭素電源法成立により、他律的な要素によって停止していた期間は60年
の運転期間のカウントから除外されます（電気事業法2025年6月6日施行）。こうした運転期
間は寿命や耐用年数ではなく、計画的な機器交換や点検などの適切な保守管理を行い、さ
らに、常に最新技術を取り入れることにより、高い安全性を確保できると考えられます。原子
力規制委員会の審査を経て、関西電力（株）高浜発電所1、2号機は2016年6月、関西電力
(株）美浜発電所3号機は同年11月、日本原子力発電（株）東海第二原子力発電所は2018
年11月、九州電力（株）川内原子力発電所1、2号機は2023年11月、関西電力（株）高浜発
電所３、4号機は2024年5月に60年までの運転期間延長の認可を受けています。
　なお、すでに日本のほか欧米など18カ国で100基以上の原子力発電所が40年超運
転をしており、2019年12月にはアメリカで初めて80年運転が認可されました。

◆運転期間を延長した原子力発電所◆

■原子力発電所の審査・検査

■高経年化対策での大型機器などの取り替え（関西電力（株）美浜発電所3号機）

運転40年

運転最大６0年
（ただし、震災後、他律的な要素により停止していた期間をカウントから除く※２）

運転開始

運転前

事業者から申請された原子力発電所は、新規制基準への適合性の審査が行われます。

稼働前
審査

原子炉設置（変更） 工事計画 保安規定（変更） 

許可 認可 認可

検査
使用前事業者検査

合格稼働後
原子力
規制検査 

 

 

継続的に確認

運転開始
～30年

 

運転開始
３０～４0年

 

運転開始
４０～６0年 

発電所の設備を健全な状態に維持し、トラブルの未然防止や発電所の安全運転を図るため、
1年程度に1回、原子炉を止めて定期事業者検査（約３か月程度）を行います。

【主な検査】
●燃料検査
●原子炉容器復旧・漏えい検査
●原子炉格納容器復旧・漏えい率検査
●機器、系統の機能・性能検査

●総合負荷性能検査
●蒸気発生器伝熱管渦流探傷検査
●原子炉内の構造物の検査
●タービン解放点検・検査

 

【事業者が運転期間の延長を申請する場合】
（今後、運用される制度）

運転開始３０年目から廃炉まで、１０年ごとに
●長期施設管理計画の作成

●高経年化技術評価・劣化管理のための措置

 

原子力規制委員会認可

（原子炉の基本設計や方針などの審査） （原子炉の詳細な設計の審査） （運転管理の審査）

出典:原子力規制委員会資料などより２０２３年１２月作成 出典:（一社）日本原子力産業協会資料より作成

出典:関西電力（株）HPより作成

世界の原子炉の運転年数　

40-49年
（99基）

0-9年（67基） 50-59年（26基）

10-19年
（34基）

20-29年
（45基）

30-39年
（162基）

運転中原子炉
433基の
運転年数

（2024年1月1日時点）

設備の状況を確認し、予防保全の
ために取り替え。

蒸気発生器取り替えの様子　

高圧給水加熱器取り替えの様子　

配管取り替えの様子

大型機器などの取り替え
日々の点検や定期検査により減肉
（配管厚さの減少）が見つかった配管
は、寿命を評価し計画的に取り替え。

配管などの取り替え

【蒸気発生器の取り替え】　

【高圧給水加熱器の取り替え】　

 
運転開始４０年目前に事業者が
運転期間を延長する場合

●特別点検を実施
●運転期間を最大２０年延長する申請

経済産業大臣認可

※1 原子炉等規制法
　   ２０２５年６月６日施行
　   経過措置：２０２３年１０月１日施行

※２ 電気事業法２０２５年６月６日施行
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　原子力の災害を防ぐため、原子力発電所をはじめとする
原子力施設に対して、国の規制が行われています。
　２０１１年３月に発生した福島第一原子力発電所の
事故を契機に、原子力発電所などの規制を強化する
ため、「核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制
に関する法律」（原子炉等規制法）の法改正が行わ
れ、主に次のような点が改正されました。
・重大事故（シビアアクシデント）対策、テロ対策を規制の対
　象とする。
・すでに認可を得ている原子力発電所や核燃料施設など 
　に対しても、最新の規制基準への適合を義務づける「バッ
　クフィット制度」を導入する。

・運転期間の延長認可に関する制度の規定を追加する。
　この原子炉等規制法の改正に基づき、原子力規制委
員会によって原子力発電所の新たな規制基準が策定さ
れ、２０１３年７月に施行されました。
　新規制基準の策定後も、原子力規制委員会では、国際
原子力機関（IAEA）が各国の規制の質の向上を目指し
て実施している総合規制評価サービス（IRRS）を受検した
結果を踏まえ検査制度の見直しなどが進められています。

　事業者は、原子力発電所の運転開始前に原子炉の
基本設計や方針などを審査する｢原子炉施設設置（変
更）許可｣、原子炉の詳細設計を審査する｢工事計画認

可｣、そして、運転管理について審査する｢保安規定（変
更）認可｣を原子力規制委員会より受ける必要があります。
　運転開始した原子力発電所は、安全・安定運転の確
保のため、定期的に検査を行い、設備の健全性を確認
するとともに機能維持や信頼性向上のための措置を取っ
ています。
　２０２０年４月から、原子力施設に対する新たな検査制度
「原子力規制検査」が運用開始されました。
　新たな検査制度では、これまで原子力規制庁が行ってい
た使用前検査などを事業者自らが主体的に行うものとし、これ
らの検査を含む事業者の安全活動全般を原子力規制庁の
検査官がいつでも現場を自由にチェック（監視）でき、必要な
情報も自由にアクセスできるしくみなどが導入されました。
　このような新たな検査制度の導入により、事業者はより高
い安全水準を目指すこととなっています。

事業者は、従来から原子力発電所の必要な機能や性
能を維持できるよう、最新の設備や機器に取り替えるなど

の「高経年化対策」を講じています。
　運転開始から３０年が経つ原子力発電所に対して、以
降１０年以内ごとに機器などの技術評価を行い、その劣化
を管理するための計画（長期施設管理計画）を策定し、原
子力規制委員会から認可を得る必要があります。
　また、福島第一原子力発電所の事故を受け、２０１３年
に「運転期間延長認可制度」が導入されました。これは、
原子炉を運転することができる期間を40年とし、その満了
までに原子力規制委員会の認可を受けた場合には、1回
に限り最大２０年延長することを認める制度です。事業者
は、原子炉容器や格納容器などの重要施設の傷や腐食
などを詳しく調べる特別点検を行い、原子力規制委員会
へ申請をして審査を受けることになります。
　２０２３年５月に電気事業法などを含む「GX脱炭素電
源法」が成立し、運転開始４０年以降の運転延長につ
いては、経済産業省が電力安定供給の確保やGXへの
貢献などの観点から審査し、認可を行うこととなりました。
その際、他律的な要素によって停止していた期間に限
り、６０年の運転期間のカウントから除外されます（電気事
業法２０２５年６月６日施行）。
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原子力発電所の規制と検査制度

原子炉格納容器

蒸気発生器

燃料取替用水タンク

コンクリート構造物

原子炉容器

原子炉容器上蓋

加圧器

高圧給水加熱器
低圧タービン

発電機

復水器
給水
ポンプ

低圧給水加熱器
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１． 事故を教訓とした原子力発電所の取り組み

■地震や津波などの自然災害や火災への対策

出典:電気事業連合会「原子力コンセンサス2024」より作成

火災

ボーリング調査
トレンチ調査（溝を掘って断層を調査）

地下構造調査
地震

竜巻 森林火災電源車

水密扉
防潮堤

自然災害

津波

外部電源2ルート化
意図的な航空機
衝突への対応

消防車・ポンプ車

淡水源

緊急時対策所

火山

出典:資源エネルギー庁HPより作成

■安全性を高めた新規制基準のポイント
目的：大規模な自然災害から受けるダメージを減じる

地震に対して

津波に対して

火山に対して

竜巻に対して

水素爆発を防ぐ

放射性物質の大気中拡散
を抑える

テロ対策

目的：設計を超える重大事故が起こった場合の対策を講じる

活断層露頭の上に安全上重要な
施設を建てない

想定される火山事象を調査し、
必要に応じてその対策を施す

竜巻に対する影響評価を行い、
必要に応じてその対策を施す

発電所の外からの電源は二つ以
上のルートを確保（多様性）

海水が敷地内や重要な施設の中
に入らないよう十分高い場所に
設置あるいは防潮堤などを設置

蓄電池、非常用ディーゼル発電
機を用意。発電所の外には電源
車を準備（多様性、独立性）

安全機能をもつ複数の
機器や設備を同時に失
うことのない対策を行う
（多重性・多様性・独立性
の確保） ポンプは2台以上を準備。可搬

型ポンプ車なども配備（多様性、
独立性）

圧力を下げるため炉内のガスを
外部に放出する「フィルタ・ベン
ト」などを設置

炉内の圧力が高くなって
水が入らなくなることを
防ぐ

水素濃度を低減する装置の設置

発電所の設備を遠隔操作できる
設備を設置

原子炉建屋に放水する可搬型の
放水砲の整備

既設の原子力発電所に対して新規制基準の適合性審査を実施

大規模な
自然災害への
対策

シビアアク
シデントへの
対応

既設の原発
にも適合を
義務付ける

■再処理工場の安全性向上対策

●再処理工場の取り組み
【地震の揺れへの対策】
　青森県六ヶ所村にある再処理工場では、最新の知見
に基づき、活断層や地震の発生状況を調査し、基準地
震動の評価を行っています。
　最も厳しい耐震性が求められている重要な設備には、
十分な余裕があることがこれまでに確認されていますが、
重要な設備へ影響を及ぼす恐れがあると判断した一部
の既存設備や、重大事故への対応で必要となる設備に
対し、耐震補強が行われています。
【津波・浸水への対策】
　標高約５５mの高台に立地し、海岸から十分な距離の
ある場所に位置していることから、再処理工場は想定さ
れる津波の高さに対して十分高く立地していることが確
認されました。
　また、施設内で水が溢れた場合に備え、設備を保護
するための堰や防水扉などが設置されています。
【自然災害や火災への対策】
　青森県六ヶ所村周辺の十和田と八甲田山の火山
活動およびそれにともなう降下火砕物については、操
業中に施設へ影響を及ぼす可能性は低いと評価され
ています。
　また、竜巻対策として、屋外に設置している冷却設
備を防護するための鋼鉄製の防護ネットの設置などが
行われています。
【冷却機能が喪失した場合の対策】
　既存の冷却機能を失った場合を想定し、高レベル放
射性廃液の蒸発乾固を防止するため、高レベル濃縮廃
液貯槽へ冷却水を直接注入する可搬式のポンプが
配備されています。
　また、冷却に必要な水は、敷地内に貯水槽を建設す
るとともに、河川や沼などからも確保できる体制が整えら
れています。
【電源が喪失した場合の対策】
　施設の安全性を保つための電源を失った場合を想
定し、送電線の２ルート３回線の確保、ディーゼル発電
機の複数台設置、複数の可搬型発電機の配備など
の対策が行われています。
　また、水素爆発対策として掃気用のエンジン付空気

圧縮機などが設置されています。
【重大事故に至った場合の対策】
　電源や冷却機能を失い、高レベル放射性廃液の沸
騰・蒸発が進み、放射性物質が放出した場合を想定し、
建屋外に放出される放射性物質をできる限り除去する
ための可搬型排気フィルタや放射性物質の拡散を抑え
るための放水砲が整備されています。
●中間貯蔵施設の取り組み
　青森県むつ市にある中間貯蔵施設（リサイクル燃
料備蓄センター）は、使用済燃料の冷却には、電源を
必要とせず、水も使用しないことなどから、緊急安全
対策が不要な施設と位置づけられました。
　２０１３年までに、電源設備の強化、津波を考慮した貯
蔵建屋の浸水防止対策などを完了し、現状の設備は、
安全機能に影響はないと評価されています。
　また、原子力規制委員会によって、これまで適合性の
確認が行われていましたが、２０２０年１１月に｢適合して
いる｣として、安全審査に合格しました。

あふ

フィルタ・ベント
（原子炉から排出される蒸気に
含まれる放射性物質を取り除く）

提供：日本原燃（株）

新緊急時対策所 再処理工場

冷却塔
（防護ネットの設置） 送電線

2ルート
3回線（ （

アクセスルート

移送ポンプ車

貯水槽・保管庫

可搬型
ポンプ

消防車

帯
火
防

使用済燃料
受入れ・貯蔵施設

非常用
ディーゼル発電機

可搬型発電機

非常用
ディーゼル発電機

電源車

ホイールローダー
（がれき撤去用）

放水砲

主排気筒
（防護板の設置）

水素爆発対策

内部溢水対策

重大事故発生時の
活動拠点

化学薬品の
漏えい対策

竜巻対策

地質調査（地上）

津波の影響評価

地質調査（海上）

放射性物質の
拡散抑制

電源の確保

訓練の実施

火災対策

アクセスルートの
確保

航空機落下の
確率評価

火山の影響評価

冷却機能の確保

ワ ン ポ イ ント 情 報 ◆再処理工場・中間貯蔵施設の安全性向上の取り組み◆

　原子力発電所の安全を確保するための基本は、核分
裂連鎖反応を「止める」、原子炉を「冷やす」、放射性物質
を「閉じ込める」ことです。
　事業者は安全対策が新規制基準に適合しているかどう
かの確認を行うとともに、自主的な安全性向上対策を行っ
ています。
【地震の揺れへの対策】
　想定される最大の地震による揺れを適切に評価し、地
震に対する安全性を確保します。
【津波・浸水への対策】
　冷却設備や電源の喪失を防ぐため、想定される最大規
模の津波を適切に評価し、敷地や建屋に浸水しないように
安全対策を講じます。
【自然災害や火災への対策】
　火山、竜巻、森林火災などの自然災害や原子力発電所
内の火災による安全性に対する影響を適切に評価し、
対策を講じます。
【冷却手段の確保】
　地震や津波などで原子炉を冷やす複数の冷却設備
が同時に機能を失う場合を想定し、原子炉の炉心が損
傷する重大事故（シビアアクシデント）を防ぐため、冷却機
能の復旧や代替する設備を整備します。

【電源の確保】
　原子力発電所の安全確保に必要な電源を失う場合を想
定し、電源確保のための対策を講じます。
【重大事故対策】
　原子炉の炉心を損傷するような重大な事故に至った場合
を想定し、原子炉格納容器の破損防止や放射性物質の環

境への拡散の抑制などの対策を講じます。
【さらなる安全性向上対策】
　テロなどのあらゆる事態を想定し、特定重大事故等対処
施設を設置するなどの対策を講じます。さらに、新規制基準
への適合性が確認された後も自主的・継続的に安全性向
上に向けた取り組みを進めていきます。
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３． 津波・浸水への対策

１． 原子力発電所の耐震設計

２． 新規制基準を踏まえた耐震性の向上

工事前 工事後

写真提供:中部電力（株）

耐震強化

■基準津波策定の流れ

出典：電力会社などの資料より作成

文献調査

基準津波

プレート間地震
海洋プレート内地震

海域の活断層による
地殻内地震

陸上および海底での
地すべり、斜面崩壊

地震による津波と地震以外の要因による津波の組み合わせ

地震による
津波の大きさを評価

地震以外の要因による
津波の大きさを評価

火山現象
内陸地殻内地震
プレート間地震
海洋プレート内地震

検
討
用

地
震
の
選
定

（
敷
地
へ
の
影
響
が

大
き
な
地
震
を
選
定
）

地域特性、不確かさを考慮して、地震動を評価
応答スペクトル※に基づく地震動評価

断層モデルを用いた手法による地震動評価
基
準
地
震
動

敷地ごとに震源を特定して策定する地震動

震源を特定せず策定する地震動
（応答スペクトルとして策定）

■基準地震動策定の流れ

出典:電力会社などの資料より作成

■耐震強化の例（配管サポート改造工事）

■原子力発電所と一般建築物の揺れの差

時間 時間

加
速
度

加
速
度

A.増幅された表層地盤での加速度 B.堅固な地盤（岩盤）での加速度

堅固な地盤（岩盤）上に設置した原子力発電所と
一般の建物の揺れの伝わり方

堅固な地盤（岩盤）での揺れは表層地盤に比べ1/2～1/3程度

（注）地震波形は模式図

一般の建物
原子力発電所

表層地盤

岩盤

震源

B

A

出典:電力会社などの資料より作成

水密扉の設置 写真提供:中部電力（株）

防潮堤の設置 写真提供:北陸電力（株）

防潮壁の設置 写真提供:北陸電力（株）

※建物に作用する地震力の大きさを知るため、
　固有周期を持つ建物に対して地震の力がどの
　ような揺れ（応答）を生じさせるかを描いたもの

　基準地震動は、「施設を使用している間に極めてま
れではあるが、発生する可能性があり、施設に大きな
影響を与えるおそれがあると想定することが適切な地
震動」とされています。これに対し、安全上重要な施設
の機能が失われず、また、地震の影響により周辺に著
しい放射線被ばくのリスクを与えない耐震設計が求め
られています。
　原子力発電所では、この基準地震動の策定にあたって、
まず文献などによる過去の地震の調査や、内陸地殻内
地震、プレート間地震、海洋プレート内地震などの発生様
式ごとの地震の調査、活断層の調査などが行われます。
　そして、敷地への影響が大きな地震を選び、その地震
動が評価されます。さらに、内陸地殻内の地震のすべて
を事前に評価できるとは限らないことから、震源を特定し
ない地震も考慮されます。
　原子力発電所は、原子力規制委員会の適合審査で了
承された基準地震動に耐えられるように設計されています。
それは、設定値以上の揺れを感知した場合、制御棒を挿
入して原子炉を自動的に停止させること、その後に安定的
に炉心を冷却させる設備や放射性物質を閉じ込める設備
などを厳格に設計することにより実現されます。

地下のプレートが動く地殻変動などによって、押したり
引いたりする力が加わることで、地下の地層や岩盤が
ずれます。その動いた跡を「断層」といいます。そのなか
で、過去にくり返し動き、将来も動く可能性がある断層を
「活断層」といい、地震を起こしたり、地表に大きなずれ
を生じさせたりする可能性があります。
活断層を見つけるためには、空中写真を観察して平

坦地の段差などをチェックする「空中写真判読」や地面

に溝（トレンチ）を掘って断層活動の履歴を調べる「トレン
チ調査」などの地形学的手法が用いられています。
　さらに、起振車などの振動源から人工的な地震波を発
射し、その反射波から地下の構造を把握する「反射法地
震探査」などの地球物理学的手法も用いられています。
　新規制基準では、活断層や地下構造の調査が改めて求
められています。
　活断層については、後期更新世以降（約１２万～１３万年
前以降）の地層に断層によるずれや変形がないかが確認さ
れます。必要な場合は、さらに、中期更新世以降（約４０万年
前以降）までさかのぼって活動性が確認されています。活断
層が動いた場合、建屋が損傷し、内部の機器などが損傷す
るおそれがあるため、耐震設計上の重要度Ｓクラスの建物・
構築物などは、活断層が表土に直接、露出していない地盤
に設置されます。
　また、原子力発電所の敷地の地下構造により、地震動が
増幅される場合があることを踏まえ、地下構造を三次元的に
把握し、必要に応じて基準地震動の見直しや耐震強化の
対策が進められています。

　津波は、プレート間地震、海洋プレート内地震、海域の活
断層による地殻内地震などの地震により、海底面の隆起や
沈降などの変動によって海面に大きな波動が生じることで発
生します。また、津波は陸上や海底での地すべりや斜面崩
壊、火山活動などの地震以外の要因によっても発生します。
このような津波発生の要因が組み合わさった場合の津波の
大きさも考慮して、基準津波が策定されています。
　新規制基準では、それぞれの発電所ごとに想定される
津波のうち、最も規模が大きいものが「基準津波」として策定
されています。
　事業者は、基準津波の大きさや敷地の高さを考慮し
て、津波の影響が想定される安全上重要な機器の機
能が確保されるように敷地の高さに応じて防波壁や防
潮堤を設置したり、建屋の入り口を水密扉に取り替える
などの対策を行っています。

　また、トンネルで海につながっている海水取水ポンプなどか
ら水が れることを防ぐため、周囲に防潮壁を設置するなど
の対策を行っています。発電所内で発生する 水（内部
水）についても、施設の安全性が損なわれないように水

の発生源を調べ、適切な防護対策を実施します。
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１． 自然災害や火災への対策 ２． 冷却機能が喪失した場合の対策

３． 電源が喪失した場合の対策

４． 重大事故に至った場合の対策

■重大事故対策（PWRの例）

出典:電気事業連合会「原子力コンセンサス2024」より作成

■重大事故対策（BWRの例）

出典:電気事業連合会「原子力コンセンサス2024」をもとに一部追記

原子炉圧力容器

蒸気
発生器

制御棒
加圧器

スプレイノズル

原子炉格納容器

海水

代替屋外給水タンク

高圧注入ポンプ
使用不可の場合

余熱除去ポンプ
使用不可の場合

燃料取替
用水タンク

代替格納容器スプレイポンプ

格納容器スプレイポンプ
使用不可の場合

可搬型送水
ポンプ車

可搬型注水
ポンプ車

可搬型注水・送水
ポンプ車の配備

代替格納容器
スプレイポンプの設置

使用済
燃料貯蔵
プール

原子炉建屋

水素検出器

静的触媒式
水素再結合装置

格納容器
トップヘッド
フランジ

原子炉格納容器

炉
子
原

排気筒

フィルタ・ベント

格納容器フランジ部が高温で
破損しないよう冷却機能を確保

格納容器を減圧す
る際、フィルタ・ベ
ントを通すことで
放射性物質の放出
を極小化

水素と酸素の
再結合装置により
水素濃度を制御原子炉建屋上部から

水素を排出し
水素爆発を防止

格納容器に冷却水を
スプレイするための
機能を強化

炉心損傷により
格納容器下部に
落下した溶融炉心を
冷却するための
注水ラインを設置

原子炉建屋
トップベント設備

水素濃度
低減装置の設置・
フィルタ・ベントの
設置

可搬型注水
ポンプ車

可搬型注水
ポンプ車

海水

貯水施設

※発電所の構造は各社異なって
　おり、すべてのBWRが共通で
　はない

電源車 写真提供:東北電力（株）

可搬型大型送水ポンプ車 写真提供:北海道電力（株）

フィルタ・ベント 写真提供:中国電力（株）

放水砲 写真提供:中国電力（株）

空冷式非常用発電装置 写真提供:関西電力（株）

　原子力事業者は、火山や竜巻、森林火災などの自然
災害への対策や原子力発電所内の火災への対策を
行っています。
【火山】
　原子力発電所の半径１６０ｋｍ圏内の火山を調査し、
火砕流や火山灰の到達の可能性と到達した場合の影
響を評価し、防護措置を講じています。
【竜巻】
　国内で観測された最大級の竜巻（最大風速１００ｍ／秒）
に対しても、安全上重要な機器や配管が機能を失うこと
のないように飛来物防護設備などを設置しています。
【森林火災】
　発電所周辺での森林火災が発電所構内に燃え広がら
ないように、樹木を伐採し、防火帯を整備しています。
【原子力発電所内の火災】
　原子力発電所内の火災に対しては、火災感知設備や
消火設備の設置、難燃ケーブルの使用、耐火壁により防
護された火災区域の設定など、火災の影響を軽減させる
防護対策を実施しています。

　福島第一原子力発電所の事故では、地震や津波な
どで電源を失ったことにより、原子炉を冷やす機能が順
次喪失しました。また、原子炉を冷却する海水ポンプが
冠水し、原子炉内部の熱を海水へ逃がす除熱機能が
失われました。
　地震や津波などで原子炉を冷やす複数の冷却設備
が同時に機能を失う場合を想定し、原子炉の炉心が損
傷する重大事故を防ぐため、冷却機能の復旧や代替す
る設備が整備されています。
　原子炉と使用済燃料プールを冷やし続けるためには、
冷却用の水を供給するポンプや水源も必要となります。す
でに設置されている冷却設備が使用できなくなっても、す
ぐに代替できる大容量ポンプが配備されています。調達
に時間のかかる海水ポンプモータは予備品が確保され
ています。また、緊急時の水源もタンクや河川、ダム、貯水
池など、多様化が図られています。
　さらに、すでに設置されている非常用ポンプが破損した
場合に備え、可搬型ポンプなども配備されています。

　炉心で使用中の燃料や、プールで保管中の使用済燃
料などの冷却には水、その水を注入するポンプ、そのポン
プを動かす「電源」の確保が重要です。
　福島第一原子力発電所事故では、地震による地すべり
で送電鉄塔が倒壊し、外部電源を喪失しました。これを踏
まえ、送電鉄塔周辺の地盤の安全性が確認されています。
　緊急時は、中央制御室でのプラントの監視やポンプに
よる原子炉への注水、発電所構内での通信の確保な
ど、あらゆる場面で電源が必要となるため、地震や津波
などで送電線や非常用ディーゼル発電機が同時に喪
失しないよう、独立した２ルート以上の外部電源（送電
線）などが確保されています。
　事業者は、変圧器などの電気設備の浸水も考慮し、
常設の非常用発電機が機能しない事態が起きても、こ
れをバックアップする移動可能な非常用電源（電源車
など）や常設の空冷式の非常用発電機を配備してい
ます。また、発電所内のすべての交流電源が喪失した
場合も、原子炉内への注水などに使用する直流電源
を長時間供給できるよう、バッテリーなどの設備を強化
しています。

　原子炉の炉心を損傷するような重大な事故に至った場
合も想定し、原子炉格納容器の破損防止や放射性物質
の環境への拡散の抑制などの対策が講じられています。
　重大事故が発生した際、原子炉格納容器の中の圧力
が高くなって、冷却用の注水ができなくなったり、原子炉
格納容器が破損したりするのを防ぐ必要があります。そこ
で、気体の一部を外部に排出させ、原子炉格納容器内
の圧力と温度を下げる緊急措置「ベント」を行うため、気
体中に含まれる放射性物質を減らしつつ、排気する「フィ
ルタ・ベント」が設置されています。
　また、水素爆発を防ぐため、水素濃度を低減できる「水
素再結合装置」や原子炉建屋の上部から排気する設備
なども設置されています。
　さらに、原子力発電所の外への放射性物質の拡散を
抑えるため、移動式大容量ポンプ車や放水砲などによる
放水手段が確保されています。
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２． 緊急時の体制の整備・強化

１． 原子力発電所のさらなる安全性向上対策

緊急時対策所（外観） 緊急時対策所（内観）
写真提供：北海道電力（株）

出典：電気事業連合会「原子力コンセンサス2024」より作成

■テロを想定した対策

総合訓練（緊急時対策所での対応） 写真提供:中部電力（株） 運転訓練シミュレータ 写真提供:四国電力（株）

　原子力エネルギー協議会（ATENA）および電気事業連合会で
は、令和6年能登半島地震を踏まえた安全性向上への取り組みにつ
いて、地震・津波、発電所設備および現場状況確認・情報発信の各分
野において、専門家からなる体制（原子力事業者・メーカー・研究機
関）を構築し、検討を行い、取りまとめを行っています。

◆地震・津波に係る検証
〇地震・津波分野については、能登半島地震に係る学会、各大学、国の
　研究機関の調査、研究結果の最新情報を幅広く収集し、従前の地震
　動・津波評価への影響を確認した結果、以下の通り、現時点では地震
　動・津波評価の見直しを要する喫緊の課題は確認されていません。
〇なお、活断層の連動のメカニズム等については、今後も各種研究機
　関の分析・評価等の情報収集を継続し、今後、得られた知見について
　は、各サイトの地域特性も考慮のうえ、必要に応じ地震動・津波評価
　への反映を検討していきます。
◆発電所設備の故障・不具合に係る検証
〇変圧器をはじめとした志賀原子力発電所における設備の故障、不具
　合事例について、さらなる安全性向上に資するための対策について
　検討を行いました。
〇今回ATENAを中心に取りまとめた対応方針に従い、ATENAは各
　社に対して対策の実施および実施計画の策定を要求しました。各社
　はそれぞれの設備や運用に応じて実施計画を策定し、その計画に
　基づき取り組みを進めています。
【安全対策の実施例】
志賀原子力発電所２号機の主変圧器は、配管損傷による絶縁油の漏
えいによって内部の油面が低下し、絶縁破壊により内部損傷に至っ
た。内部損傷が発生した場合、部品調達、補修に長期間を要し、外部
電源の信頼性が低下した状態が長期化してしまうおそれがあること
から、絶縁油漏えい時の変圧器停止手順を整備する。

◆現場状況確認や情報発信の検証
〇現場の状況把握から情報発信までの一連の流れを整理・分析するこ
　とで、課題・良好事例を抽出し、適切な状況確認や情報発信のため
　の対応方針を取りまとめました。
〇その結果を踏まえ、電気事業連合会では、情報収集等に関する標準
　的なガイドを作成し、各社へ水平展開しています。
〇また、情報発信について、各社はステークホルダーの要求を踏まえ
　た情報発信を徹底・継続するとともに、電気事業連合会は第三者の
　立場から客観的な発信を行うなど、誤った情報拡散の抑制などに資
　する運用を検討しています。

　原子力事業者としましては、引き続き、耐震安全性評価等に反映す
べき最新情報等が確認された場合には、得られた知見を原子力事業者
で共有し、安全対策の検討に活用していくことで、さらなる安全性向上
に努めてまいります。
　また、新規制基準への的確な対応はもとより、ATENAのみならず、
JANSIや電力中央研究所・原子力リスク研究センターなど、関係機関
とも連携し、産業界一丸となって、より高い次元の安全性確保に向け
た取り組みを進めてまいります。

◆能登半島地震を踏まえた安全性向上への自主的な取り組み◆ワ ン ポ イ ント 情 報

意図的な航空機衝突などのテロを想定し、可搬型設備を分散配
置するとともに、運搬して使用できるよう道路および通路が確保
できる措置などを講じています。さらに設備のバックアップとして、
特定重大事故等対処施設も整備しています。

緊急時制御室

電源 格納容器
スプレイポンプ

格納容器下部への
注水ポンプ

フィルタ・ベント
設備

安全対策のバックアップとなる恒設設備

可搬型のポンプや電源を分散して配置

実際に冷却作業ができるように
●マニュアルの整備
●訓練の実施

可搬型ポンプ
による給水

特定重大事故等対処施設　概念

可搬型設備の運用

原子力エネルギー協議会
（ATENA）能登半島地震を踏まえた
安全性向上への取り組みについて

電気事業連合会
能登半島地震を踏まえた原子力発電所の
安全性向上の取り組みについて

詳細は

【重大事故の対策拠点を整備】
　緊急時における指揮所の機能を確保するため、現地
対策本部の機能を維持する緊急時対策所が整備され
ています。
【テロ対策】
　故意の航空機衝突などのテロを想定し、大規模な損
壊で広範囲に設備が使えない事態でも原子炉を安全に
停止する対策がとられています。そのために、原子炉格
納容器への注水機能や電源設備、通信連絡設備などに
加え、さらなるバックアップとして可搬型設備が備えられて
います。また、これらの設備を制御する緊急時制御室を備
えた既存の中央制御室を代替する特定重大事故等対
処施設が設置されています。
　これに加えて、原子力発電所では、海水冷却ポンプなど
屋外にある重要な設備に強固な障壁を設け、その周囲に
フェンスや侵入検知器を設置する対策や、重要な区域で
の常時監視として二人以上で行うとする対策などのほか、
作業員の身元を確認する制度が実施されています。

　また、福島第一原子力発電所の事故を教訓に、非常用
の電源設備や冷却設備は互いに離れた別の場所に分散
して配置されています。このこともテロによる安全設備の一
斉破壊を防ぐことにつながります。
　警察は、銃器や防弾仕様の警備車を備えた部隊に
よって原子力施設を２４時間体制で警戒し、テロが起こっ
た場合には、高度な制圧能力をもつ特殊部隊を投入でき
る体制が整えられています。そのほか、海上保安庁でもア
メリカでの同時多発テロ以降、全国１７カ所すべての原子
力発電所を対象に巡視船を配備して警備が実施されて
います。日頃からの緊密な連携に加えて、テロ発生時に的
確に対応できるよう、警察や海上保安庁、自衛隊などの関
係機関では共同訓練も行われています。
　原子力施設を狙うテロの防止とともに、核物質を使うテ
ロの防止も国際的に重要な課題となっています。２０１６年
４月１日に５０カ国以上の首脳級が参加して開かれた「核
セキュリティ・サミット」では、核物質がテロリストに渡らない
よう国際社会が管理を強化するという共同宣言が採択さ
れ、テロリストに関する情報の共有を進めるなどの行動計
画が示されました。
　また、同年４月８日には、１５２カ国で結んでいる「核物
質防護条約」を改正することが決まり、５月８日に発効し
ました。この改正によって締約国には、国内の核物質や
原子力関連施設をテロリストなどから防護する対策をとる
ことが義務づけられるほか、核物質を許可なく運ぶことが
禁止されるようになりました。
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　各原子力発電所では、ハード面の対策に加え、事故が
起きた場合でも整備された対策が有効に機能するよう、事
業者はマニュアルを整備し、定期的な教育・訓練の実施な
どを通じ、緊急時に確実な対応を行うためのソフト面の対
策も行われています。
【主な訓練内容】
・緊急時通報・連絡訓練
　 情報共有しながら、国や自治体へ通報・連絡する訓練
・代替給水訓練
　 水源と建屋壁面の給水接続口までをホースでつなぎ、可
　搬型の送水ポンプ車と注水ポンプ車を使って原子炉の中
　に水を送り込むことを想定した訓練

・代替給電訓練
　 交流電源を失った場合を想定し、常設の代替非常用
　発電機や非常用ディーゼル発電機、可搬型代替電源車を
　起動し、受電設備へ接続する訓練
・事故時操作訓練
　 事故時の状況を運転訓練シミュレータ室に再現し、限ら
　れた照明のもと、運転員が急速に進展する事故の事態に
　的確に対応する訓練
・放射性物質の放出抑制訓練
　　原子炉格納容器が破損した場合を想定し、原子力発
　電所の外部への放射性物質の放出を抑制するための訓練
・ガレキ撤去訓練
　 津波などにより発電所内にガレキが散乱したことを想定し、
　人や車の通路を確保するために重機でガレキを撤去する訓練

原子力施設のさらなる安全性向上に向けた対策
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４． 原子力エネルギー協議会の設立 ５．  美浜原子力緊急事態支援センターの設立

１． 原子力安全推進協会の設立

２． 原子力リスク研究センターの設立

３． 自主的な安全性向上に向けた取り組み

■原子力リスク研究センター組織体制図

出典:電力中央研究所原子力リスク研究センターウェブサイトより作成

外部諮問体制 センター内部体制 会議体制
（事業者・産業界含む）

出典：経済産業省総合資源エネルギー調査会自主的安全向上・技術・人材WG第19回会合資料より作成

■RIDMの導入により目指す姿

「リスク」と「ハザード」はともに日本語訳では「危険」と訳しますが、この二つの言葉には大きな違いがあります。
「ハザード」は損害をもたらしうる原因となるもので、「リスク」は実際にそれが起こって現実の危険となる可能性を意味します。
リスクは「ハザードの発生確率」と「損害の規模」で表され、原子力発電所では、ハザードの発生確率と損害の規模を下げるため

の安全性向上対策を行っています。その対策によって、原子力災害に対するリスクを低減させる取り組みを進めています。さらに、
事業者はハザードの発生確率と損害の規模を定量的に解析してリスクを算出し、安全性を評価する「確率論的リスク（あるいは
安全）評価（PRA）」を用いて自主的な安全対策を進めています。

◆リスクとハザード◆

（1）
 パフォーマンス
監視・評価

（3）
意思決定
実行

（2）
リスク評価

（４）是正処置プログラム（CAP＊） （５）コンフィギュレーション管理
事業者における問題を発見して解決
する取り組み。問題の安全上の重要性
の評価、対応の優先順位付け、解決す
るまで管理していくプロセスを含む。
＊Corrective Action Program

設計要件、施設構成情報、施設の物
理構成の三要素の一貫性を維持する
ための取り組み。

規制要件、工学的評価、補償的措置、
基準、目標などを考慮して最良の解決
策を決定し、実施。

PRAを含め、さまざまな新知見、国内外
の運転経験などのさまざまな事項を考
慮し、意思決定に必要な情報を提供。

・パフォーマンスを監視・評価し、
  課題とその解決策の候補を抽出。
・解決策実施後の有効性を監視・評価。

出典：日本原子力発電（株）HPより作成

■原子力エネルギー協議会の役割

出典:原子力エネルギー協議会HPより作成

■美浜原子力緊急事態支援センターの活動

①原子力産業界全体で共通課題の解決に取り組み、原子力事業者に効果的な安全対策の導入を促す
②安全性向上という共通の目的の下、規制当局と対話する
③さまざまなステークホルダーと安全性向上の取り組みに関するコミュニケーションを行う

（JANSI=（一社）原子力安全推進協会、電事連=電気事業連合会、JEMA=日本電機工業会、電中研=電力中央研究所、原産協会=日本原子力産業協会）

センター顧問
（Dr.R.A.Meserve）

社長（CEO）との
対話

技術諮問委員会
委員長

Mr.J.W.Stetkar

企画運営チーム

原子力経営
責任者（CNO）会議

リスク情報活用推進
チーム

リスク評価研究
チーム

[研究分野]
原子力リスク工学、
内部ハザードPRA、人間信頼性、
シビアアクシデント評価技術、
環境影響

自然外部事象研究
チーム

[研究分野]
断層活動性評価、地震動評価、
地盤・斜面耐震、土木構造物耐震、
建屋・機器耐震、津波、極端気象、
火山評価

所長代理

副所長

センター所長
（Dr.G.Apostolakis）

技術会議

※CEO：Chief Executive Officer

※CNO：Chief Nuclear Officer

ワーキンググループ１
（リスク評価分野）

ワーキンググループ２
（自然外部事象分野）

ワ ン ポ イ ント 情 報

　原子力発電所の安全性向上を目的に、２０１２年１１月、
「（一社）原子力安全推進協会（ＪＡＮＳＩ、Japan Nuclear 
Safety Institute）」が発足しました。
　協会では、国内外の関係機関と密接に連携すること
によって、諸外国の情報などを収集し、技術評価におい
て事業者の意向に影響されない独立性をもったしくみや
体制を構築し、事業者に対して客観的な評価、提言・勧
告を行います。重大事故（シビアアクシデント）のほか、事
業者の安全性評価書の体系化やリスクマネジメント体
制の構築などにも取り組まれています。

　日本の原子力産業界が継続的に原子力施設のリスクを
評価し、管理していくことを支援するために、２０１４年１０月、
（一財）電力中央研究所内に「原子力リスク研究センター
（ＮＲＲＣ、Nuclear Risk Research Center）」が設置されました。
　原子力施設で発生するあらゆる事故を想定したうえで、
その発生頻度や発生した場合の影響を定量的に解析し
て「リスク」を算出し、安全性を評価する「確率論的リスク評
価（ＰＲＡ、Probabilistic Risk Assessment）」という方法
があります。ＮＲＲＣでは、このＰＲＡやリスク情報を活用した
意思決定、リスクコミュニケーションの最新手法を開発し用
いることで、高いレベルの原子力施設の安全性を実現する
手法を事業者や産業界に提供しています。

　福島第一原子力発電所事故の経験を踏まえ、原子
力規制委員会が新規制基準への適合性を確認した以
降も事故のリスクはあるものとして、事業者が自主的・継
続的な安全性向上に向けた取り組みを継続することは
重要です。また、事業者のみならず原子力産業界全体
が一丸となり、安全性向上に向け取り組んでいくこととし
ています。
　これまでに事業者は、リスク情報を経営判断に反映される
しくみの導入や、ＰＲＡ構築に向けた体制の整備、緊急時の
対応の能力向上などの自主的な取り組みを続けています。
　また、JANSIの客観的な評価、提言・勧告やNRRC
の安全対策の知見など活用しながら、安全性向上対
策が進められています。

　これらに加え、事業者はリスク情報を活用した意思決
定（Risk-Informed Decision Making :RIDM）を発電
所のマネジメントに導入することとし、その基本方針・ア
クションプランなどを取りまとめました。これを着実に遂行
することで、規制の枠にとどまらない自律的な発電所の
安全性向上の実現を目指すこととしています。

　原子力発電所などの安全性をより高い水準に引き上げ
ることを目的に、事業者やメーカー、関係団体などによって、
２０１８年７月１日、「原子力エネルギー協議会（ATENA、
Atomic Energy Association）」が設立されました。
　原子力産業界が、規制の枠に留まらない自律的かつ継
続的な安全性向上の取り組みを行い、それらを定着させて
いくために、原子力産業界全体の知見やリソースを効果的
に活用した安全対策を立案し、原子力事業者の現場への
導入を促す活動を着実に進めるとしています。

　福島第一原子力発電所の事故対応の教訓を踏まえ、事
故が発生した場合でも、多様かつ高度な災害対応ができる
よう、２０１６年１２月１７日から「美浜原子力緊急事態支援セ
ンター」の運用が開始されました。
　原子力災害時に速やかに発災事業所へ遠隔操作ロボッ
トなどの資機材やそれらの操作要員を派遣し、発災事業者
と協働して対応にあたります。また、通常時は、支援に必要な
資機材を管理・運用するとともに、各事業者のロボットなどの
操作要員の訓練が実施されています。
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　福島第一原子力発電所（1F）の廃止措置においては、燃料デブリの試験的取り出しが行われました。
2024年11月、2号機から約0.7グラムの燃料デブリが取り出されました。取り出された燃料デブリは
茨城県の研究施設に輸送され、そこでさまざまな分析に供されます。1Fの廃炉に向けた、歴史的な一
歩だといえます。ただし、1Fにはトータルで880トンの燃料デブリがあるとされています。今後、燃料デ
ブリの取り出し規模をいかにして拡大していくかが、重要な課題となります。ALPS処理水の海洋放出
に際して、2024年11月時点で大きな問題は発生していません。さまざまなところでモニタリングが続
けられていますが、異常値が出たという報告はありません。1Fの状況を国民の皆様に把握してもらうこ
とが重要です。そのためには、情報公開に努め、科学的根拠に基づいた合理的でわかりやすい説明を
続けていく必要があります。
　通常炉の廃止措置に関しては、発生する廃棄物の分類が重要となります。廃棄物は、大きく、①放射
性廃棄物でない廃棄物（NR : Non-Radioactive Waste）、②放射性廃棄物として扱う必要のない廃
棄物、③低レベル放射性廃棄物の三つに分類できます。物量の大部分が①で全体の約93%、ついで
②で約5%、③は約2%となります。放射性廃棄物をできるだけ少なくするためには、②の取り扱いが重
要となります。廃棄物のうち、放射性物質の放射能レベルが低く人体の健康への影響がほとんどないも
のは、国の認可と確認を経たうえで②となります。これをクリアランス制度と呼びます。②のクリアランス
対象物は、リサイクルまたは産業廃棄物として処分することができます。例えば、中部電力（株）浜岡原
子力発電所の廃止措置を通じて発生した金属廃材の一部（②に相当するもの）は、側溝用の蓋（グレーチ
ング）に加工され、浜岡原子力発電所の敷地内で再利用されています。

　本章では、福島第一原子力発電所（1F）の廃止措置と、事故炉ではない通常炉の廃止措置の二つについ
て、取り組み状況が概説されています。前者については、東日本大震災時に起こった1F事故の進展と、燃料デ
ブリの取り出しや汚染水対策・処理水の取り扱いといった1Fの廃止措置特有の課
題に多くの紙面が割かれています。後者については、廃止措置のプロセスから廃止
措置に際して発生する廃棄物の取り扱いについて、幅広く概説されています。原子
力発電は、建設の決定から運転開始、その後長期間にわたっての運転、さらにその
後の廃止措置と、総事業期間がゆうに100年を超える超長期の事業となります。ま
た、1Fの廃止措置も将来にわたって長期に取り組まなければなりません。原子力特
有の課題としての廃炉や廃止措置の実情をご理解いただけると幸いです。

◆◆◆◆◆  監修者からのメッセージ ◆◆◆◆◆

◆４章（原子力発電所の廃炉に向けた取り組み）のポイント◆

■黒﨑 健 （京都大学 複合原子力科学研究所 所長・教授）

　福島第一原子力発電所（1F）の事故を受けて、新規制基準が策定されました。従来の規制基準は、設計
基準、すなわち、シビアアクシデントを防止するための基準でした。新規制基準では、シビアアクシデント
対策やテロ対策が基準として新たに設けられました。具体的には、放射性物質の拡散抑制対策、格納容器
破損防止対策、炉心損傷防止対策、意図的な航空機衝突への対応といったものです。また、設計基準も強
化され、内部溢水に対する考慮も新設されました。耐震・耐津波性能の強化も図られました。
　このような新規制基準に対応すべく、各電力事業者は原子力発電所の安全対策を講じています。そこ
では、1F事故の教訓がいかされています。地震・津波等の想定が甘かったことを反省し、それぞれ想定が
引き上げられました。全電源が喪失したことを受けて、非常用電源の強化が図られました。原子炉への注
水機能が喪失したことを受けて、冷却機能の多様化が図られました。水素爆発やそれにともなう放射性物
質の拡散が発生したことを受けて、水素を除去する機能や放射性物質の大気中への放出を抑制する機能
が追加されました。これらの手厚い安全対策・強化が図られた既設炉のうちいくつか（202５年1月時点で
1４基）が、再稼働を果たしました。
　原子力産業界は、新規制基準を遵守することに留まることなく、自主的・継続的な安全性向上に向けた取り
組みを進めています。原子力産業界全体で共通的な技術課題を抽出・対策立案・実行を牽引する原子力エネル
ギー協議会（ATENA:Atomic Energy Association）、自主規制機関として独立した観点から事業者を牽引
する（一社）原子力安全推進協会（JANSI : Japan Nuclear Safety Institute）、原子力施設のリスク評価やリ
スクに基づく管理を支援する原子力リスク研究センター（NRRC:Nuclear Risk Research Center）といっ
た機関において、不断の安全性向上に取り組んでいます。

　福島第一原子力発電所の事故を受けて、日本の原子力規制は大きく変わりました。世界一厳しいといわれてい
る安全基準を遵守するために、電気事業者は既設炉の安全性向上に取り組んでいます。こうした対策が講じられ
た原子炉のいくつかは、再稼働に至っています。本章では、原子力発電所の規制につ
いて基本的な情報を提供したうえで、新規制基準を踏まえたさまざまな安全性向上の
取り組みを概説します。地震や津波といった自然現象への対策に、特に多くの紙面を
割いています。原子力業界が一丸となって進めている自主的な安全性向上に向けた
取り組みも紹介しています。原子力に携わる方々はもちろん、そうでない方々にもぜひ本
章をご一読いただきたいです。これほどまでに安全性向上に力を入れているのだという
ことをご認識いただくことで、皆様の安心・信頼につながることを期待しています。

◆◆◆◆◆  監修者からのメッセージ ◆◆◆◆◆

◆３章（原子力施設の規制と安全性向上対策）のポイント◆

■黒﨑 健 （京都大学 複合原子力科学研究所 所長・教授）

59 60


